













































































































































































































































































































































































































































































































市町村群 市町村数 条例制定市町村数 制定率（%） 都県条例の有無
茨城県所在市町村 44 19 43％ ○
栃木県所在市町村 27 9 33％ ○
群馬県所在市町村 36 2 6％ ○
埼玉県所在市町村 64 27 44％ ○
東京都所在市町村 39 9 23％ ○
千葉県所在市町村 54 7 13％ なし
神奈川県所在市町村 33 5 15％ ○
特別区 23 10 43％


















1 水戸市 水戸市男女平等参画基本条例 平成13年３月27日
２ 日立市 日立市男女共同参画社会基本条例 平成13年12月28日
３ 龍ケ崎市 龍ケ崎市男女共同参画推進条例 平成14年３月27日
４ 潮来市 潮来市男女共同参画基本条例 平成15年３月25日
5 牛久市 牛久市男女共同参画推進条例 平成15年３月26日





８ 取手市 取手市男女共同参画推進条例 平成17年1月４日
９ 笠間市 笠間市男女共同参画推進条例 平成18年３月19日
10 石岡市 石岡市男女共同参画条例 平成18年３月24日
11 神栖市 神栖市男女共同参画推進条例 平成18年12月21日
12 常総市 常総市男女共同参画推進条例 平成19年３月22日
13 東海村 東海村男女共同参画推進条例 平成19年３月23日
14 稲敷市 稲敷市男女共同参画推進条例 平成19年３月29日
15 筑西市 筑西市男女共同参画推進条例 平成19年12月25日
16 坂東市 坂東市男女共同参画推進条例 平成20年12月17日
17 古河市 古河市男女共同参画推進条例 平成20年12月19日
18 小美玉市 小美玉市男女共同参画条例 平成20年12月22日






1 宇都宮市 宇都宮市男女共同参画推進条例 平成15年６月27日
２ 栃木市 栃木市男女共同参画推進条例 平成16年３月19日
３ 足利市 足利市男女共同参画推進条例 平成16年３月24日
４ 小山市 小山市男女共同参画推進条例 平成16年６月30日
5 大田原市 大田原市男女共同参画を推進する条例 平成16年９月28日
６ 佐野市 佐野市男女共同参画推進条例 平成18年６月19日
７ 鹿沼市 鹿沼市男女共同参画推進条例 平成18年９月28日
８ 那須塩原市 那須塩原市男女共同参画推進条例 平成19年３月26日










































1 新座市 新座市男女共同参画推進条例 平成12年６月15日
２ 川越市 川越市男女共同参画推進条例 平成13年12月21日
３ 桶川市 桶川市男女共同参画推進条例 平成14年３月28日
４ 志木市 志木市男女共同参画推進条例 平成14年６月24日
5 さいたま市 さいたま市男女共同参画のまちづくり条例 平成15年３月14日
６ 朝霞市 朝霞市男女平等推進条例 平成15年３月24日
７ 蕨市 蕨市男女共同参画パートナーシップ条例 平成15年３月27日
８ 加須市 加須市男女共同参画推進条例 平成15年３月28日
９ 上里町 上里町男女がともに輝く町づくり条例 平成15年5月1日
10 松伏町 松伏町男女共同参画推進条例 平成15年９月25日
11 吉川市 吉川市男女共同参画推進条例 平成15年12月18日
12 久喜市 久喜市男女共同参画を推進する条例 平成15年12月24日
13 八潮市 八潮市男女共同参画推進条例 平成15年12月25日
14 嵐山町 “らんざん”男女が共にいきいきと暮らせるまちづくり条例 平成16年３月９日
15 坂戸市 坂戸市男女共同参画推進条例 平成16年６月24日
16 所沢市 所沢市男女共同参画推進条例 平成16年９月24日
17 和光市 和光市男女共同参画推進条例 平成16年12月21日
18 越谷市 越谷市男女共同参画推進条例 平成17年３月31日
19 熊谷市 熊谷市男女共同参画推進条例 平成17年10月1日
20 本庄市 本庄市男女共同参画審議会条例 平成18年1月10日
21 騎西町 騎西町男女共同参画推進条例 平成18年３月10日
22 東松山市 東松山市男女共同参画推進条例 平成18年３月27日
23 北本市 北本市男女共同参画推進条例 平成18年３月31日
24 三郷市 三郷市男女共同参画社会づくり条例 平成18年９月27日
25 春日部市 春日部市男女共同参画推進条例 平成18年12月18日
26 上尾市 上尾市男女共同参画推進条例 平成19年３月27日
27 行田市 行田市男女共同参画推進条例 平成19年３月30日

















1 目黒区 目黒区男女が平等に共同参画する社会づくり条例 平成14年３月
２ 中野区 中野区男女平等基本条例 平成14年３月29日
３ 板橋区 東京都板橋区男女平等参画基本条例 平成15年３月６日
４ 豊島区 豊島区男女共同参画推進条例 平成15年３月20日
5 足立区 足立区男女共同参画社会推進条例 平成15年３月20日
６ 江東区 江東区男女共同参画条例 平成16年３月17日
７ 港区 港区男女平等参画条例 平成16年３月19日
８ 新宿区 新宿区男女共同参画推進条例 平成16年３月24日
９ 葛飾区 葛飾区男女平等推進条例 平成16年３月29日




1 日野市 日野市男女平等基本条例 平成13年12月28日
２ 小金井市 小金井市男女平等基本条例 平成15年６月26日
３ 東村山市 東村山市男女共同参画条例 平成18年３月30日
４ 清瀬市 清瀬市男女平等推進条例 平成18年６月29日
5 羽村市 羽村市男女共同参画推進条例 平成19年３月26日
６ 国分寺市 国分寺市男女平等推進条例 平成19年３月29日
７ 立川市 立川市男女平等参画基本条例 平成19年６月25日
８ 小平市 小平市男女共同参画推進条例 平成20年10月1日









































































1 千葉市 千葉市男女共同参画ハーモニー条例 平成14年９月25日
２ 佐倉市 佐倉市男女平等参画推進条例 平成14年12月27日
３ 習志野市 習志野市男女共同参画推進条例 平成16年３月31日
４ 市原市 市原市男女共同参画社会づくり条例 平成16年12月22日
5 市川市 市川市男女共同参画社会基本条例 平成18年12月20日
６ 我孫子市 我孫子市男女共同参画条例 平成18年３月27日























































































1 前橋市 まえばし男女共同参画推進条例 平成15年３月28日
２ 館林市 館林市男女共同参画推進条例 平成17年３月24日























1 横浜市 横浜市男女共同参画推進条例 平成13年３月28日
２ 川崎市 男女平等かわさき条例 平成13年６月29日
３ 横須賀市 横須賀市男女共同参画推進条例 平成13年12月21日
４ 相模原市 さがみはら男女共同参画推進条例 平成16年３月26日












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































男女の人権の尊重：個人としての尊厳・差別禁止 性同一性障害への配慮暴力の根絶 社会における制度及び慣行についての配慮：性別による固定的な役割分担意識・多様な生き方 政策等の立案及び決定への共同参画：市おける対等な政策立案決定への 機会の確保 あらゆる教育機会における男女共同参画の推進への配慮社会のあらゆる場での性別に拘わらない対等な参画と責任家庭生活と社会生活の両立：家庭での子育て、介護等の活動の相互協力と社会 支援生涯にわたる健康へ 配慮：女性の生涯にわたる性と生殖に関する健康の保持国際・国内の取組との（国際的視野での）協調
日立市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
水戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
小美玉市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
坂東市 ○ ○ ○ ○ ○
守谷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
立川市 ○ ○ ○ ○
小平市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
　基本理念は、各市区によって、規定の仕方
がまちまちであり、初期に策定された条例ほ
ど、錯雑しているが、全体を要約すれば次の
ようになるようである。
①男女の差別をなくして個人としての人
権を尊重すること。
②固定的な性別の役割分担意識を否定
し、個人としての多様な生き方を認め
ること。
③自治体における政策立案・決定過程に
男女の共同参画機会を保障すること。
④社会生活及び家庭生活のあらゆる場面
で男女が対等な立場で参画し責任を負
うこと。
⑤家庭生活と社会生活が両立できるよう
にすること。
⑥女性の生涯にわたる健康と生殖に配慮
すること。
⑦国際的な取組と協調すること。
　以上の７項目が、一般的に基本理念として
受け入れられているものである。一部の自治
体はこれ以外の突出した事項を制定してい
る。
４−４　責務規定
４−４−１　市の責務
　多くの条例と同じく、この男女共同参画条
例でも、男女共同参画社会の実現のために、
総則で、理念的に、それぞれの当事者の基本
的な責務について定めている。
　市は行政施策の企画立案、執行をする立場
にあり、また、市民活動、事業者の活動に対
して支援や規制をなすべき立場である。
　そこで、市には、総合的計画的な施策の実
施がまず義務づけられている。
　また、積極的な是正改善措置を図ることを
責務として明確化している。
　最近の条例では、市が市民及び事業者等と
連携することを規定している。
　日立市、水戸市など、初期に制定したとこ
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ろでは、女性行政だけでなく、市の実施する
あらゆる施策に、男女共同参画の視点を導入
することを努力することなど、最近制定され
ている条例には見られない事項を規定してい
る。
日立市
（市の責務）
第4条　市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の
形成促進を市の主要な方針として位置付け、形成促進に関する施策（積極的改善措置を含む。）を総合
的に策定し、及び実施する責務を有する。
2　市は、市が実施するあらゆる施策について、男女共同参画社会の形成促進を目指した視点を導入す
るよう努めなければならない。
３　市は、市民や事業者の模範となるよう、自ら率先して男女共同参画社会の形成促進に取り組まなけ
ればならない。
水戸市（市の責務）
第6条　市は，男女平等参画の推進のため，市の進めるすべての施策に男女平等参画の視点を導入する
とともに，第2章に掲げる施策を実施するよう努めるものとする。
坂東市
（市の責務）
第4条　市は、前条に定める基本理念に基づき、男女共同参画の推進に関する施策（以下「男女共同参
画施策」という。）を総合的に策定し、実施する責務を有する。
2　市は、男女共同参画を推進するに当たり、国、茨城県、市民及び事業者と協力し、連携に努めなけ
ればならない。
３　市は、積極的に男女共同参画を推進しなければならない。
小美玉市（市の責務）
第10条　市は，前章の基本理念にのっとり，男女共同参画施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有
する。
2　市は，男女共同参画の推進にあたっては，市民，事業者，国及び他の地方公共団体との連携に努め
るとともに，男女共同参画施策を実施するための体制の整備その他必要な措置を講じるものとする。
目黒区
（平
19改正）
（区の責務）
第4条　区は、基本理念にのっとり、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を主要な政策と位置
付け、施策を策定し、総合的かつ計画的に推進するものとする。
2　区は、国及び他の地方公共団体と連携して、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するもの
とする。
３　区は、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するための施策を総合的かつ計画的に推進する
ために、必要な体制の整備及び財政上の措置を講ずるものとする。
立川市
（市の責務）
第4条　市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」いう。）に基づき、男女平等参画の促進に
関する施策（積極的改善措置を含む。以下「男女平等参画施策」という。）を総合的かつ計画的に実施
しなければならない。
2　市は、男女平等参画の促進にあたり、市民、事業者並びに国及び東京都その他の地方公共団体との
連携に努めるとともに、男女平等参画施策を実施するために必要な体制を整備するものとする。
小平市
（市の責務）
第4条　市は、男女共同参画の推進を最重要課題の一つとして位置付け、男女共同参画施策を策定し、
及び実施するものとする。
2　市は、男女共同参画施策の実施に当たっては、市民等、事業者、関係団体、国及び他の地方公共団
体と相互に連携及び協力を図るものとする。
３　市は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる施策の策定及び実施に当たっては、男女共
同参画の推進に配慮するものとする。
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４−４−２　市民の責務
　市民の責務としてほとんどの自治体で規定
されているのは二つの事項であり、それは①
基本理念に則り、自らが男女共同参画社会の
実現に努めること、②市が実施する男女共同
参画に積極的に協力するよう努めることであ
る。
　ただし、ドメスティック・バイオレンスな
どを知った場合の関係機関への通報に努める
（水戸）などの事例もある。
日立市
（市民の責務）
第5条　市民は、男女共同参画社会に関する理解を深め、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあら
ゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成促進に努めなければならない。
2　市民は、固定的な性別役割分担意識に基づく慣行に配慮し、男女の人権をお互いに尊重するよう努
めなければならない。
３　市民は、市が行う男女共同参画社会の形成促進に関する施策に積極的に協力するよう努めなければ
ならない。
水戸市
（市民の責務）
第７条　市民は，家庭，学校，地域，職場等のあらゆる分野で男女平等参画の推進に努めるとともに，
市が実施する男女平等参画に関する施策に協力するよう努めるものとする。
2　市民は，家庭，学校，地域，職場等において，ドメスティックバイオレンス又は虐待の事実を知っ
た場合には，関係機関へ通報するよう努めるものとする。
坂東市（ 民の責務）
第5条　市民は、男女共同参画について理解を深め、家庭、職場、学校、地域その他のあらゆる分野に
おいて、男女共同参画を推進するよう努めなければならない。
2　市民は、市が実施する男女共同参画施策に、積極的に協力するよう努めなければならない。
小美玉市（市民の責務）
第11条　市民は，基本理念にのっとり，家庭，学校，職場，地域その他社会のあらゆる分野において，
男女共同参画の推進の重要性を自覚し，市と協力して，積極的に男女共同参画を推進するよう努めなけ
ればならない。
目黒区
（
19改正）
（区民の責務）
第6条　区民は、基本理念にのっとり、男女が平等に共同参画する社会づくりについての理解と認識を
深め、区が行う施策に協力するとともに、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に主体的に努め
るものとする。
立川市（ 民の責務）
第5条　市民は、基本理念に基づき、男女平等参画についての理解を深め、男女平等参画の促進に努め
なければならない。
2　市民は、市が実施する男女平等参画施策に協力するよう努めなければならない。
小平市（ 民等の責務）
第5条　市民等は、男女共同参画について理解を深め、社会のあらゆる場において男女共同参画の推進
に積極的に取り組むよう努めなければならない。
2　市民等は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。
４−４−３　事業者の責務
　各条例において、事業者とは、市内におい
て事業を行う個人及び法人その他の団体をい
うのであるが、これらの事業者には、男女共
同参画社会実現に向けて、重要な役割を担う
ことになる。条例は、これらの個人や法人そ
の他の団体に対して、多くの実例では、共通
して、次のような義務を課している。ただし、
ほとんどは努力義務である。
　①市が定める男女共同参画条例に定めた
　　基本理念を理解すること。
　②事業活動に関して、男女共同参画の推
　　進に努めること。
　③男女の職場と家庭の両立ができるよう、
　　職場環境の整備に努めること。
　④市の男女平等参画施策に協力すること。
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　また、水戸市では、事業者にも積極的格差
是正措置を講じるよう努力を求め、小美玉市
では、教育関係者にも配慮すべき努力義務を
課している。
日立市
（事業者の責務）
第6条　事業者は、その事業活動において、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成促進に努め
なければならない。
2　事業者は、男女が、仕事と家庭生活及び地域活動等の両立ができるよう職場環境の整備に努めなけ
ればならない。
３　事業者は、市が行う男女共同参画社会の形成促進に関する施策に積極的に協力するよう努めなけれ
ばならない。
水戸市
（事業者の責務）
第8条　事業者は，その事業活動に関し，第3条の基本理念にのっとり，男女平等参画の推進に自ら努
めるとともに，市が実施する男女平等参画に関する施策に協力するよう努めるものとする。
2　事業者は，男女平等参画社会の推進のため，その事業活動に関し，積極的格差是正措置を講じるよ
う努めるものとする。
坂東市（事業者の責務）
第6条　事業者は、基本理念について理解を深め、男女が職場において対等に参画する機会を確保し、
職場及び家庭生活で活動の両立ができるよう、就労環境の整備に努めなければならない。
2　事業者は、市が行う男女共同参画施策に、積極的に協力するよう努めなければならない。
小美玉市
（事業者の責務）
第12条　事業者は，基本理念にのっとり，事業活動を行うにあたって，男女共同参画を積極的に推進す
るとともに，働く男女が仕事と家庭生活等を両立させることができるように職場環境を整備し，市が実
施する男女共同参画を推進するための施策に協力するよう努めなければならない。
（教育関係者の責務）
第13条　教育関係者は，基本理念にのっとり，それぞれの教育の場において男女共同参画の推進に配慮
するよう努めなければならない。
目黒区（事業者の責務）
第5条　事業者は、基本理念にのっとり、男女が平等に共同参画する社会づくりについての理解と認識
を深め、区が行う施策に協力するとともに、事業活動を行うに当たり、男女が平等に共同参画する社会
づくりの推進に努めるものとする。
立川市
（事業者の責務）
第6条　事業者は、基本理念に基づき、男女平等参画についての理解を深め、その事業活動について、
男女平等参画の促進に努めなければならない。
2　事業者は、男女が職場における活動と育児、介護その他の家庭生活等における活動との両立ができ
るよう支援に努めなければならない。
３　事業者は、市が実施する男女平等参画施策に協力するよう努めなければならない。
小平市
（事業者の責務）
第6条　事業者は、その事業活動において、男女共同参画の推進に積極的に取り組むよう努めなければ
ならない。
2　事業者は、就労者が職業生活における活動と家庭生活における活動とを両立することができるよう、
職場の環境整備に努めなければならない。
３　事業者は、市が実施する男女共同参画施策に協力するよう努めなければならない。
４−5　差別の禁止
　基本的な禁止条項をここに定めている。こ
れは、禁止であり、努力規定ではない。しか
し、罰則が付されているわけではなく、強制
的にこの状態を実現するには、他の刑法その
他の規定に該当するものについて取り締まる
こととなる。
　具体的な内容としては次の３つの禁止事項
が定められている。
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　①性別を理由とする差別的取扱い及び人
　　権の侵害の禁止
　②セクシャル・ハラスメントの禁止
　③ドメスティック・バイオレンスの禁止
　水戸市においては、固定的な性別役割の表
現物、女性への暴力と性の商品化を助長し、
連想させる表現についての抑制の努力規定が
あるが、これは、他の多くの条例では、別の
条文（最近では、この差別禁止条項の次の条）
に規定している。
日立市
（性別による権利侵害の禁止）
第７条　何人も、性別を理由とする差別的取扱い及び人権の侵害を行ってはならない。
2　何人も、配偶者等に対して、精神的及び身体的な苦痛を与える暴力的行為を行ってはならない。
３　何人も、職域、学校、地域、家庭その他のあらゆる場において、性的な言動により当該言動を受け
た個人の生活の環境を害する行為又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与える
ような行為を行ってはならない。
水戸市
（性別による権利侵害の禁止）
第5条　性別を理由とする権利侵害及び差別的取扱いを禁止する。
2　家庭，学校，地域，職場等のあらゆる場においてセクシュアルハラスメントを禁止する。
３　乳幼児から高齢者にいたる男女において，ドメスティックバイオレンス又は虐待を禁止する。
4　広告，ポスター等，公衆に表示するすべての情報において，固定的な性別役割分業，女性に対する
暴力及び性の商品化を助長し，又は連想させる表現を行わないよう努めなければならない。
坂東市（性別による権利侵害の禁止）
第9条　何人も、性別による差別的取扱い及び人権の侵害を行ってはならない。
2　何人も、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。
３　何人も、ドメスティック・バイオレンスを行ってはならない。
小美玉市
（性別による権利侵害の禁止）
第14条　すべての人は，家庭，学校，職場，地域及びその他社会のあらゆる分野において，性別を理由
として，直接的にも間接的にも差別的な取扱いをしてはならない。
2　すべての人は，家庭，学校，職場，地域及びその他社会のあらゆる分野において，セクシュアル・
ハラスメントを行ってはならない。
３　すべての人は，家庭，地域及びその他社会のあらゆる分野において，ドメスティック・バイオレン
スを行ってはならない。
目黒区
規定なし。
立川市
（性別による権利侵害の禁止）
第７条　何人も、あらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。
2　何人も、あらゆる場において、セクシュアル・ハラスメントを行ってはならない。
３　家庭内等において、配偶者等に対する身体的暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動
を行ってはならない。
小平市
（性別による差別的取扱いの禁止等）
第７条　何人も、社会のあらゆる場において、性別による差別的取扱いをしてはならない。
2　何人も、社会のあらゆる場において、性的な言動により当該言動を受けた個人の生活の環境を害す
ること又は性的な言動を受けた個人の対応により当該個人に不利益を与えることを行ってはならない。
３　何人も、家庭内等において、配偶者等に身体に対する暴力又はこれに準ずる心身に有害な影響を及
ぼす言動を行ってはならない。
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４−６　男女共同参画を阻害する情報等への
　　対応・公衆に表示する情報に関する留意
　大半の自治体の条例では、何人に対して
も、性別役割分業に関する表現、女性に対す
るセクシャル・ハラスメントや暴力行為を誘
発するような表現を公衆に表示することのな
いように努力すべきことを規定している。
　憲法は、表現の自由を保障しているので、
一律にそのような「男女共同参画を阻害す
る」表現を禁止することはできないため、抽
象的に、努力規定としているのである。
日立市
規定なし。
水戸市（性別による権利侵害の禁止）
第5条　（略）
4　広告，ポスター等，公衆に表示するすべての情報において，固定的な性別役割分業，女性に対する
暴力及び性の商品化を助長し，又は連想させる表現を行わないよう努めなければならない。
坂東市
規定なし
小美玉市（情報に関する留意）
第15条　すべての人は，公衆に情報を提供するにあたっては，性別による固定的な役割分担及び前条に
規定する行為を助長し，又は連想させるような表現その他過度な性的表現を行わないように努めなけれ
ばならない。
立川市（公衆に表示する情報への配慮）
第8条　何人も、公衆に表示する情報において、性別に起因する人権侵害を助長し、かつ、セクシュアル・
ハラスメント及び配偶者等に対する暴力的行為を誘発することのないよう配慮しなければならない。
小平市（公衆に表示する情報における配慮）
第8条　何人も、公衆に表示する情報において、性別による固定的な役割分担等を助長する表現その他
の男女共同参画の推進を阻害する表現を行わないよう努めなければならない。
5　その自治体の基本的施策
5−１　男女共同参画計画
　すべての条例で、市長は、男女共同参画社
会を総合的計画的に推進するために、目標、
方針、重要事項などの必要事項についての基
本的な計画（基本計画、推進計画その他の呼
称がある。）を定める、または定めなければ
ならないと規定している。
　行政の執行に関する計画の策定は、原則的
に市長の権限に属するものである。
　ただし、ほぼ全ての条例では、男女共同参
画計画に関して、市長の独断で行うのではな
く、市民や事業者の意見を反映して行うこと
（またはそう努めること）を求めており、ま
た、これに関連して、市の執行機関の附属機
関として設けられる推進審議会又は推進委員
会などの名称の組織への諮問または事前の意
見の聴取を義務付けている。
　なお、基本計画は国が定めるもの、などと
いう批判的意見もあるが、これは自治体の条
例で独自に制定するものであり、名称に制限
はないのであって、これは単なる誤解とみる
べきであろう。
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日立市
（男女共同参画計画）
第8条　市長は、男女共同参画社会の形成促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）
を定めなければならない。
2　市長は、男女共同参画計画の策定に当たっては、市民及び事業者の意見を反映することができるよ
う必要な措置を講じなければならない。
３　市長は、男女共同参画計画を策定したときは、これを公表しなければならない。
4　前2項の規定は、男女共同参画計画の変更について準用する。
水戸市
（基本計画の策定）
第9条　市長は，男女平等参画の推進のための基本計画を策定するものとする。
2　市長は，基本計画の策定又は変更に当たっては，水戸市男女平等参画推進委員会（以下「推進委員会」
という。ただし，第19条を除く。）の意見を聴取し，市民及び事業者の意見が反映されるよう努めるも
のとする。
３　市長は，基本計画を策定したときは，議会に報告するとともに，市民及び事業者に周知し，協力を
促すものとする。
（平14条例16・一部改正）
坂東市
（基本計画）
第10条　市長は、男女共同参画の推進に関して、総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画（以
下「基本計画」という。）を定めなければならない。
2　市長は、基本計画を定めるに当たっては、市民及び事業者の意見を反映させるよう努め、第16条に
規定する坂東市男女共同参画審議会に諮問するものとする。
３　市長は、基本計画を定めたときは、これを公表するものとする。
4　前2項の規定は、基本計画の変更について準用する。
小美玉市
（基本計画）
第16条　市長は，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画（以下「基本計画」
という。）を定めなければならない。
2　基本計画は，次に掲げる事項について定めるものとする。
⑴　男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するために必要な施策の大綱
⑵　男女の人権の尊重に関する事項
⑶　前2号に掲げるもののほか，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項
３　市長は，基本計画を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ第27条に規定する小美玉市
男女共同参画審議会の意見を聴くとともに，市民及び事業者の意見を反映するよう努めるものとする。
4　市長は，基本計画を策定し，又は変更したときは，すみやかにこれを公表しなければならない。
目黒区
（平
19一部改正）
（推進計画）
第8条　区長は、男女が平等に共同参画する社会づくりを総合的かつ計画的に推進するため、男女平等・
共同参画推進計画（以下「推進計画」という。）を定めるものとする。
2　推進計画は、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するための目標、施策の方向、行動指針
その他重要な事項について定めるものとする。
３　推進計画は、必要に応じて見直すものとする。
4　区長は、推進計画を定め、又は変更したときは、これを公表するものとし、事業者及び区民の理解
と協力を得るよう努めなければならない。
5　区長は、推進計画を定め、又は変更するときは、あらかじめ目黒区男女平等・共同参画審議会の意
見を聴かなければならない。
6　区長は、推進計画を定め、又は変更するときは、あらかじめ事業者及び区民の意見を反映させるた
めに適切な措置を講じなければならない。
立川市
（推進計画）
第9条　市長は、男女平等参画施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（以下「推進計画」という。）
を策定する。
2　市長は、推進計画を策定するにあたっては、市民及び事業者の意見を反映することができるよう適
切な措置をとるとともに、第16条に規定する立川市男女平等参画推進審議会の意見を聴かなければなら
ない。
３　市長は、推進計画を策定したときは、これを公表しなければならない。
4　前2項の規定は、推進計画の変更について準用する。
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小平市
（推進計画）
第9条　市長は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な計画（以下「推進計画」
という。）を策定するものとする。
2　市長は、推進計画の策定に当たっては、あらかじめ小平市男女共同参画推進審議会の意見を聴くも
のとする。
３　市長は、推進計画を策定したときは、遅滞なく、これを公表するものとする。
4　前2項の規定は、推進計画の変更について準用する。
5−２　年次報告又は施策の状況等の報告
　計画に基づいて市が実施した男女共同参画
の推進に関する施策について、多くの条例で
は、やりっぱなしではなく、毎年度（または
毎年）、市長が議会及び委員会又は審議会に
報告すつよう義務付けたり、公表措置をとる
こととしている。
　小美玉市では、年次ではなく、必要に応じ
て報告書を作成することとしており、公表す
るとしている。一方で、立川市など東京都の
市町村の場合は、審議会意見を付すしくみが
あり、それは公表が義務付けられる。
　男女共同参画社会の推進を総合的・計画的
に行うというのであれば、その計画又は具体
化するための施策の推進状況を確認、検証す
るための定期的な報告が為されることが望ま
しいといえる。これは、事務的な煩雑さとの
衡量の問題でもあるだろう。
日立市（施策の状況等の公表）
第12条　市長は、毎年、男女共同参画社会の形成促進に資するため、市が講じた施策の状況等について
公表するものとする。
水戸市（実施状況の年次報告）
第10条　市長は，毎年，施策の実施状況を議会及び推進委員会に報告するものとする。
2　市長は，毎年，施策の実施状況を市民及び事業者に周知するものとする。
（平14条例16・一部改正）
坂東市
規定なし。
小美玉市
（報告書の作成及び公表）
第25条　市長は，必要に応じ，男女共同参画の推進に関する施策の実施状況について報告書を作成し，
これを公表するものとする。
立川市（年次報告等）
第10条　市長は、推進計画に基づく施策の実施状況について、年次報告を作成し、公表する。
2　市長は、前項に規定する年次報告について、第16条に規定する立川市男女平等参画推進審議会から
意見が付されたときは、その意見の概要を公表しなければならない。
小平市第10条　市長は、毎年、推進計画に基づく男女共同参画施策の実施状況について報告書を作成し、これ
を公表するものとする。
2　市長は、毎年、小平市男女共同参画推進審議会に対し、前項に規定する実施状況について報告する
ものとする。
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日立市
（教育及び学習の充実）
第9条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関する教育及び学習の充実に努めるものとする。
（調査の実施等）
第10条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関する市民の意識調査など必要な調査を実施し、これを
公表するものとする。
（啓発事業の実施）
第11条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関し、市民の理解を深め、意識の高揚を図るため、男女
共同参画強調月間を設けるとともに、広報紙の発行及び講座の開催その他の啓発事業を実施するものと
する。
水戸市
（広報啓発活動）
第14条　市は，男女平等参画について，広く市民及び事業者の理解が深まるよう啓発，学習促進等に積
極的に努めるものとする。
（情報収集）
第15条　市は，男女平等参画に関する情報の収集及び分析を行うとともに，市民及び事業者に公表し，
又は提供するよう努めるものとする。この場合において，個人情報の保護に関しては最大限の配慮をし
なければならない。
坂東市
（男女共同参画推進月間）
第７条　市は、男女共同参画の推進に関する活動が積極的に行われるよう、男女共同参画推進月間を毎
年11月とする。
（いい夫婦の日）
第8条　市は、男女が対等なパートナーとして、夫婦のきずな及び人格を高めてより良い家庭環境を築
き、男女共同参画社会の実現を目指すため、坂東市いい夫婦の日（次項において「いい夫婦の日」という。）
を11月22日とする。
2　市は、いい夫婦の日の普及及び啓発を図るため、必要な施策を講ずるものとする。
（広報活動）
第12条　市は、男女共同参画の推進に関して、市民及び事業者の関心及び理解を深めるために必要な広
報活動を行うものとする。
小美玉市
（市民及び事業者の理解を深めるための措置）
第18条　市は，基本理念に関する理解を深めるため，市民及び事業者へ情報の提供，広報啓発活動その
他適切な措置を講じなければならない。
（教育及び学習の振興）
第19条　市は，学校教育，社会教育その他の教育の分野において，男女共同参画の推進に関する教育及
び学習の振興を図るため，必要な措置を講ずるものとする。
（調査研究）
第20条　市は，男女共同参画の推進に関する施策の策定に必要な調査研究を行うものとする。
立川市（普及広報）
第11条　市は、市民及び事業者の男女平等参画についての理解を深めるため、普及広報活動に努めなけ
ればならない。
小平市
（啓発活動等）
第12条　市は、男女共同参画について市民等及び事業者の関心を高め、及びその理解を深めるために、
啓発活動を行うとともに、その学習の場の充実に努めるものとする。
（調査研究等）
第13条　市は、男女共同参画の推進に関し必要な情報の収集及び調査研究を行うものとする。
5−３　教育、調査、情報収集、広報啓発活
　　動、推進月間等
　市は、市民、事業者等の男女共同参画への
認識を深めるため、広報啓発活動を行うこと
を規定する。
　自治体によって、具体的な積極的な施策が
提示されており、さまざまなものがみられ
る。広報、教育・学習活動、市民の意識調査
の実施、広報誌の発行、男女共同参画推進月
間、いい夫婦の日などの設定などを定めるも
のがある。
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5−４　積極的改善措置・推進体制の整備
　積極的改善措置、推進体制の整備とは、そ
れだけでは意味が不明確であるが、市区に対
して、①市区の職員等の人事、組織運営にお
いて、②市区の附属機関（審議会や委員会な
ど）の委員の任命・委嘱などにおいて、男女
共同参画の趣旨が活かされるように、男女の
数の均衡に努力することを求めるものであ
る。
　男女共同参画の施策に関するだけでなく、
市区の一般的な政策決定過程において、バラ
ンスの取れた配慮を市区に求めている。
日立市（積極的改善措置の実施）
第13条　市は、男女共同参画社会の形成促進のため、市の人事管理及び組織運営並びに政策決定の機会
等において、積極的改善措置を講ずるよう努めるものとする。
水戸市
（市における積極的格差是正措置）
第12条　市（関連する団体を含む。以下この条において同じ。）は，男女平等参画の推進のため，市の
人事管理及び組織運営において，個人の能力を合理的かつ適切に評価し，積極的格差是正措置を講じる
よう努めるものとする。
2　市は，男女平等参画の推進のため，政策決定の機会等において，積極的格差是正措置を講じるよう
努めるものとする。
（市の附属機関における積極的格差是正措置）
第13条　市は，男女平等参画の推進のため，市の附属機関の委員の任命又は委嘱に当たり，個人の能力
を合理的かつ適切に評価し，積極的格差是正措置を講じるよう努めるものとする。
坂東市
（積極的改善措置）
第11条　市は、社会のあらゆる分野における活動について、男女間で参画状況に格差がある場合、市民
及び事業者と協力し、積極的改善措置が講じられるよう努めなければならない。
2　市は、審議会及び審議会以外の委員会、協議会等における委員の任命又は委嘱をする場合は、積極
的に女性の登用を図らなければならない。
小美玉市
（施策の策定などにあたっての配慮）
第17条　市は，施策の策定及び実施にあたっては，男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。
（審議会などにおける男女共同参画の推進）
第21条　市は，各種審議会の設置にあたり，審議会の委員の委嘱などを行う場合は，男女の均衡に配慮
するよう努めるものとする。
（推進体制の整備）
第23条　市は，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため，必要な推進体制を整備するものとす
る。
（財政上の措置）
第24条　市は，男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため，必要な財政上の措置を講ずるよう努
めるものとする。
目黒区
第12条　区の付属機関等の委員の構成は、男女別の委員の数が均衡するよう努めなければならない。
平19　一部改正
立川市
特に規定なし。
小平市
（施策の推進体制の整備）
第15条　市は、男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な体制を整備するものとす
る。
（審議会等の委員の構成）
第16条　市は、審議会等を置く場合には、男女の委員の数の均衡を図るよう努めるものとする。
（意見等への対応）
第17条　市長は、市が実施する男女共同参画施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる
施策に関する市民等及び事業者からの意見、苦情及び相談に対し、適切に対応するよう努めるものとす
る。
2　市長は、前項の場合において必要があると認めるときは、小平市男女共同参画推進審議会の意見を
聴くことができる。
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5−４−２　より詳細な推進施策
　目黒区、つくば市など、一部の自治体では、
施策の内容について、より具体的に事項を列
挙している。
目黒区
（平
19−
39　
一部改正）
（推進施策）
第10条　区は、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するため、次に掲げる施策を行うものとす
る。
⑴　区民、事業者、区の職員、教員等に対する意識啓発に関する施策
⑵　あらゆる教育及び学習の場における男女の平等と共同参画についての理解と認識を普及促進するた
めの施策
⑶　生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利が尊重される施策
⑷　男女間及び家庭内のあらゆる暴力の根絶に向けた施策
⑸　職場、学校、地域社会における性別による固定的な役割分担や差別的な取扱いの根絶に向けた施策
⑹　セクシュアル・ハラスメント（性的な言動によって、その言動を受けた個人の生活環境を害したり、
その言動を受けた個人の対応により不利益を与えたりすることをいう。）の根絶に向けた施策
⑺　男女が共に家庭生活と職業生活を両立するための施策
⑻　少子高齢社会に対応した男女の平等な共同参画を推進するための施策
⑼　政策決定及びあらゆる場の意思決定の過程における男女の平等な共同参画を推進するための施策
⑽　社会のあらゆる分野における活動に参画する機会についての格差を是正する積極的な措置を推進す
るための施策
⑾　メディア・リテラシー（多様な情報伝達媒体からの情報を能動的に解釈し、批判する能力及び表現
方法としてこれらを利用して発信する能力をいう。）を育成する施策
⑿　前各号に掲げるもののほか、男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するために必要な施策
つくば市
第３章　基本的施策
（政策等決定過程における男女共同参画の推進）
第10条　市は，政策又は方針の決定過程への男女共同参画を推進するため，次に掲げる施策の実施に努
めなければならない。
⑴　市の各種委員会，審議会等の委員その他の構成員に関する男女共同参画
⑵　女性職員の積極的な職域拡大，管理職等への登用及び能力開発
（雇用の分野における男女共同参画の推進）
第11条　市は，雇用の分野における男女共同参画を推進するため，事業者に対して必要な情報の提供そ
の他の支援を行うよう努めるとともに，男女共同参画の実施状況に関する報告及び適切な措置を講じる
よう協力を求めることができる。
2　市は，前項に定める報告に基づき，男女共同参画に対する取組状況について公表することができる
ものとする。
３　市は，男女共同参画の推進に関し主体的かつ積極的に取り組んでいる事業者を表彰し，公表するも
のとする。
（自営の商工業及び農業分野における男女共同参画の推進）
第12条　市は，自営の商工業及び農業分野における男女共同参画の推進を図るため，次に掲げる措置を
講じるよう努めるものとする。
⑴　経営に女性が主体的に参画することができるような環境を整備するとともに，能力の開発及びその
能力が適正に評価されるような支援体制を整備する措置
⑵　経営者，その配偶者及びその他の家族の自由な意思に基づき，経営の目標，収益の分配，経営の移
譲の計画，就業時間等について取り決める家族経営協定などの就業に関する条件を整備するための措置
⑶　前2号に掲げるもののほか，自営の商工業及び農業分野における男女共同参画の推進を図るために
必要な措置
（高度情報社会における男女共同参画の推進）
第13条　市は，高度情報社会における男女共同参画の推進を図るため，男女があらゆる機会に必要な情
報を得ること及び男女が平等にその能力を発揮することができるよう，情報技術及び知識の習得等の学
習環境を整備するための措置を講じるよう努めるものとする。
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（教育の場における男女共同参画の推進）
第14条　市は，市民が男女共同参画についての関心と理解を深めるため，学校教育及び生涯学習の場に
おける男女共同参画に関する教育又は学習の振興を図るための必要な措置を講じるよう努めるものとす
る。
2　市は，学校教育及び生涯学習において，男女が性別により差別されることなく，個人の能力及びそ
の個性に応じて学校教育又は生涯学習の場に参加できるような環境を整備するとともに，その活動を支
援するよう努めるものとする。
（家庭生活と社会生活等の調和）
第15条　市は，家庭責任を有する男女が対等な立場で，家庭生活及び家庭生活以外の活動が両立するこ
とができるよう，支援その他の必要な措置を講じるものとする。
（健康の保持及び増進）
第16条　市は，男女が対等な立場において互いの性への理解を深めることにより，妊娠及び出産につい
て女性の意思を尊重し，並びに性と生殖に係る健康保持を図るよう必要な措置を講じるものとする。
2　市は，男女がその生涯にわたる心身の健康を保持し，及び増進をするための教育，啓発，健康相談
等の必要な措置を講じるものとする。
5−5　市民・事業者の活動への支援
　市は、自らが男女共同参画の施策を推進す
るだけでなく、男女共同参画の推進のため
に、市民と事業者・民間団体の男女共同参画
活動に対して支援するための措置を行うこと
を義務付け、又は努力を求める規定を置いて
いる。
　義務付けかどうかの違い、協働という言葉
を使うもの、情報提供などの具体的な支援内
容を記すものなどがあるが、実際には、計画
に沿って、具体的な施策が行われるわけで、
大きな違いは生じないと思われる。
日立市
（事業者等の表彰）
第14条　市長は、男女共同参画社会の形成促進に著しく寄与した事業者等を表彰するものとする。
（市民及び民間の団体との協働と支援）
第16条　市は、市民及び民間の団体と連携し、及び協働するとともに、男女共同参画社会の形成促進に
寄与する活動を支援するため、必要な措置を講ずるものとする。
水戸市（市民又は事業者への支援）
第16条　市は，市民又は事業者が実施する男女平等参画を推進する活動を支援するため，必要な措置を
講ずるよう努めるものとする。
坂東市（市民等に対する支援）
第13条　市は、市民及び事業者が行う男女共同参画の推進活動を支援するため、情報提供その他の必要
な措置を講ずるものとする。
小美玉市
（市民及び事業者に対する支援）
第22条　市は，男女共同参画の推進に関する市民及び事業者の活動を支援するため，情報の提供，人材
の育成その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。
目黒区
（区、事業者及び区民の協働）
第７条　区、事業者及び区民は、男女が平等に共同参画する社会づくりを協働して推進するものとする。
立川市
規定なし。
小平市
（家庭生活、地域生活及び職業生活への参画支援）
第11条　市は、家族を構成する男女が相互に協力して自らの意思によって家庭生活、地域生活及び職業
生活における活動に参画できるよう、必要な支援を行うものとする。
（市民等及び事業者に対する支援）
第14条　市は、男女共同参画の推進に関する活動を行う市民等及び事業者に対し、必要な支援を行うも
のとする。
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5−６　拠点施設の整備
　水戸市、目黒区など、拠点センター施設に
ついて規定を置くものがあるが、市区の施設
は、設置運営について、そもそも条例で定め
なければならないものであり、男女共同参画
条例において必ず定めなければならないもの
ではない。最近の条例では、拠点施設につい
ては、規定していないものが多いようであ
る。
日立市
規定なし。
水戸市（総合的な拠点施設の整備）
第11条　市は，男女平等参画の推進に向けた諸施策を実施し，男女平等参画の取組みを支援するため，
総合的な拠点施設を整備するものとする。
（水戸男女平等参画センターは、別の設置条例で設置されている。）
坂東市
規定なし。
小美玉市
規定なし。
目黒区（拠点施設）
第11条　区は、基本理念を実現するため、必要な調査研究、情報の収集等を行い、区民等が活動するた
めの拠点施設を整備する。
平19　一部改正
立川市
規定なし。（女性総合センターは別の設置条例で設置されている。）
小平市
規定なし。（男女共同参画センターは、別の設置条例で設置されている。）
日立市（国及び他の地方公共団体との連携と協力）
第15条　市は、男女共同参画社会の形成促進に関する施策を実施するに当たり、国及び他の地方公共団
体と連携し、及び協力するものとする。
水戸市（国，県，他の自治体との連携）
第17条　市は，男女平等参画に関する施策の実施に当たり，国及び県の施策等と調整を図りながら，他
の自治体との広域的連携に努めるものとする。
坂東市、小美玉市、目黒区、立川市、小平市
（規定なし。）
5−６　国及び他の自治体との連携
　国との連携、他の自治体との連携は、当然
必要なものであろうが、規定しているものと
していないものがある。
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６　苦情等の処理
　どの条例においても、男女共同参画の推進
に関して、市民及び事業者からの苦情の相
談・救済のしくみを定めている。
　ただし、各条例には、温度差があるようで
ある。また、基本理念や差別の禁止で定めた
内容に対する、市民間、市民と事業者間で権
利・人権の侵害、差別的な取り扱いを受けた
ときの苦情・救済相談・解決窓口としてこれ
を定めるものと、市区が実施する男女共同参
画の推進に及ぼす施策への意見、苦情、相談
のしくみとが混在しているようである。
　日立市、水戸市、坂東市、目黒区などは、
市民・事業者間での事件を含む、広範な苦情
処理について定めている。
　水戸市の場合、条例制定当所は、「苦情の
申出があったとき、市長は苦情を処理するた
め第三者機関をおくことができる」旨の規
定があるのみだったものを、１年後の平成14
年改正の際に、新たな章を立てて、これを必
置機関として、詳細な規定を定めることとし
た。
　一方、最も厳格な苦情処理機構をつくった
目黒区の場合、施行後の実情をみると、オン
ブーズへの申出は毎年0〜３件程度と大変件
数が少なく、年間46回程度の相談日の多くは、
相談がない状況となっているようである。実
際の業務量と組織の規模との適正な関係を考
慮することも、重要と思われる。
　立川市、小平市などは、むしろ、市の施策
について男女共同参画の推進に反するような
事項について、苦情と相談を認めるしくみで
ある。苦情の範囲、対処する機関、権限はさ
まざまであるが、これは、その自治体の男女
共同参画に対する認識の現状を密接に反映し
ているように思われる。
各条例の苦情処理のしくみ
○ 日立市
　　　　　　　（市　民）　　　　　　　　　　　　　（市　長）
　　　　　　　苦情（男女共同参画を阻害　　→　　適切な対処（関係機関との連携）
　　　　　　　　　　すると認められる事項）
○ 水戸市
　　　（市　民）　　　　　　　　　（市　長）　　　　　　　　（苦情処理委員会）5名）
　苦情（男女平等参画の権利を　→　　苦情処理委員会に諮問　→　　関係者の説明・書類閲覧・
　　　　侵害され，又は社会的　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料提出請求権
　　　　な慣行等により差別的　　　　関係者に　　　　　　　←　　　市長に答申
　　　　な扱いを受けたとき）　　　　 助言・指導・勧告
○ 坂東市
　　　　　　　（市　民）　　　　　　　　　　　　　　　　（市　長）
　　　　相談（性別による差別的取扱い・　　→　　助言指導・適切な措置（関係機関との連携）
　　　　　　　人権侵害）
　　　　苦情（男女共同参画推進に影響　　　→　　適切・迅速な対応（関係機関との連携）
　　　　　　　を及ぼすと認められる事項）
○ 小美玉市
　　　　　　　（市民・事業者）　　　　　　　　　　　　　　（市）
　　　　苦情・相談（男女共同参画推進に関して）　→　処理するための総合的な窓口の設置
○ 目黒区
　　　　　（市　民）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オンブーズ）（3名）
　　　救済の申し出　　　　　　　　　　　　→　　　　審査
　⑴　区又は区の出資法人等が行う施策で、　　　　　　 関係機関の資料提出・説明要求
　　　男女共同参画の推進を阻害する事項等　　　　　　是正勧告・意見表明
　⑵　共同参画推進を阻害する事項を起因
　　　とする人権を侵害する事項等
　⑶　その他男女共同参画推進阻害事項
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日立市（苦情の処理）
第17条　市民は、男女共同参画社会の形成促進を阻害すると認められる事項に関する苦情を市長に申し
出ることができる。
2　市長は、前項の規定による申出があったときは、関係機関等と連携し、適切に対応するものとする。
水戸市（平
14条例
16・章名追加し各条を全面改正）
第2章の2　苦情処理等
（苦情処理）
第18条　男女平等参画の権利若しくは人権を侵害され，又は社会的な慣行等により差別的な扱いを受け
た市民は，市長に対して苦情を申し出ることができる。ただし，次の各号に掲げる事項に対する苦情は，
この限りでない。
⑴　判決，裁判等により確定した事項
⑵　裁判所において係争中の事案及び行政庁において不服申立ての審理中の事案に関する事項
⑶　雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和47年法律第113号）第
16条に規定する紛争に関する事項
⑷　個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律（平成13年法律第102号）第１条に規定する個別労働
関係紛争に関する事項
⑸　その他市長が調査することが適当でないと認める事項
2　市長は，前項の規定による申出があったときは，水戸市男女平等参画苦情処理委員会（以下「苦情
処理委員会」という。ただし，次条を除く。）に諮問するものとする。
３　苦情処理委員会は，必要があると認めるときは，諮問された事項について関係者の説明を求め，そ
の保有する関係書類その他の記録を閲覧し，又は資料の提出を求めることができる。
4　市長は，苦情処理委員会の答申を経て当該関係者に助言，指導又は勧告をすることができる。
（設置）
第18条の2　前条第１項の規定による申出について，市長の諮問に応じて調査審議するため，水戸市男
女平等参画苦情処理委員会を置く。
（組織等）
第18条の３　苦情処理委員会は，男女平等参画について優れた識見を有する者のうちから，市長が委嘱
する5人以内の委員をもって組織する。
2　委員の任期は，2年とする。ただし，補欠により委嘱された委員の任期は，前任者の残任期間とする。
３　苦情処理委員会に，委員の互選により会長及び副会長を置く。
4　会長は，苦情処理委員会の会務を総理する。
5　副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。
（会議）
第18条の4　苦情処理委員会は，会長が招集し，会長は，会議の議長となる。
2　苦情処理委員会は，委員の2分の１以上の出席がなければ開くことができない。
３　苦情処理委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するとこ
ろによる。
（秘密を守る義務）
第18条の5　委員は，職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も，また，同
様とする。
（庶務）
第18条の6　苦情処理委員会の庶務は，市長公室において行う。
坂東市
（相談の申出への対応）
第14条　市長は、性別による差別的取扱い又は人権を侵害された相談については、助言指導を行うとと
もに、関係機関との連携を図る等、適切な措置を講ずるものとする。
（苦情の申出への対応）
第15条　市長は、男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる苦情の申出については、関係機関と
の連携を図る等、適切かつ迅速に対応するものとする。
小美玉市
（苦情及び相談）
第26条　市は，男女共同参画の推進に関する市民並びに事業者からの苦情及び相談を処理するための総
合的な窓口を設けるものとする。
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第4章　目黒区男女平等・共同参画オンブーズ
（設置）
第21条　区長は、区民からの男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を阻害する事項についての申
出又は当該阻害する事項を起因とした人権の侵害等についての救済の申出等を、適切かつ迅速に処理す
るため、目黒区男女平等・共同参画オンブーズ（以下「オンブーズ」という。）を置く。
（申出の範囲）
第22条　区民がオンブーズに申出ができる事項の範囲は、次のとおりとする。
⑴　区又は区が出資する法人等で区長が定めるものが行う施策で、男女が平等に共同参画する社会づく
りの推進を阻害する事項又は阻害するおそれのある事項
目黒区（平
19　
一部改正）
⑵　男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を阻害する事項を起因とした人権を侵害する事項又は
侵害するおそれのある事項
⑶　その他男女が平等に共同参画する社会づくりの推進を阻害する事項
2　前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項については、申出をすることができない。
⑴　裁判所において係争中であるか、又は判決等のあった事項
⑵　法令の規定により、不服申立て中であるか、又は裁決等のあった事項
⑶　区議会等に請願、陳情等を行っている事項
⑷　オンブーズの行為に関する事項
（所掌事項）
第23条　オンブーズは、次に掲げる事務をつかさどる。
⑴　前条第１項の規定による申出に係る審査
⑵　前条第１項第１号の規定による申出に基づく関係機関等に対する資料の提出、説明等の要求及び必
要な是正の勧告、意見の表明等
⑶　前条第１項第2号又は第３号の規定による申出に基づく関係者等に対する事情の聴取、資料の提出
等の要請並びに必要な助言、指導、是正の要請及び意見の表明
⑷　前条第１項の規定による申出のうち、区の男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に重大な影
響を及ぼす等の事項に係る審議会への調査及び審議の要求
（職務の遂行）
第24条　オンブーズは、独立してその職務を行う。
2　オンブーズは、前条に規定する是正の勧告又は要請、意見の表明及び前条第4号の規定による要求
を行うときは、合議によりその決定を行う。
３　前項の場合において、議事に直接の利害関係を有するオンブーズは、その議事に加わることができ
ない。
4　オンブーズは、前条第4号の規定による要求を行う際には、申出者の同意を得るものとし、必要な
意見を付けることができる。
（定数等）
第25条　オンブーズは、３人以内とし、男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に深い理解と識見
を有する者のうちから区長が委嘱する。
（任期）
第26条　オンブーズの任期は2年とし、補欠者の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げ
ない。
（解嘱）
第27条　区長は、オンブーズが心身の故障により職務の遂行に堪えないと認めるとき又はオンブーズと
して著しくふさわしくない行為があると認めるときは、これを解嘱することができる。
2　オンブーズは、任期の満了又は前項に定める場合以外は、その意に反して解嘱されない。
（守秘義務）
第28条　オンブーズは、職務上知ることができた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様
とする。
（報酬の額）
第29条　オンブーズの報酬の額については、目黒区付属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例
（昭和31年12月目黒区条例第27号）第2条の規定にかかわらず、目黒区非常勤職員の報酬及び費用弁償
に関する条例（昭和31年12月目黒区条例第28号）別表に定める日額の限度額のうち特に高度な知識、経
験又は資格を要する業務に従事する者について定められた額の範囲内で区長が定める額とする。
（オンブーズへの協力義務等）
第30条　区及び区が出資する法人等で区長が定めるものは、オンブーズの職務の遂行に関し、その独立
性を尊重するとともに、オンブーズから出頭、説明、意見又は資料の提出を求められたときは、協力し
なければならない。
2　事業者及び区民は、オンブーズの職務の遂行に協力するよう努めなければならない。
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立川市
　　　第３章　苦情の処理
（苦情の申出）
第12条　市民及び事業者は、市が実施する男女平等参画施策又は男女平等参画の促進に影響を及ぼすと
認められる施策について、次条に規定する立川市男女平等参画苦情処理委員に苦情の申出をすることが
できる。
（苦情処理委員の設置等）
第13条　市長は、前条に規定する苦情の申出を適切かつ迅速に処理するため、立川市男女平等参画苦情
処理委員（以下「苦情処理委員」という。）を置く。
2　苦情処理委員は、３人以内とし、男女平等参画の促進に深い理解と識見を有する者のうちから市長
が任命する。
３　苦情処理委員の任期は、2年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任さ
れることができる。
（苦情処理委員の職務）
第14条　苦情処理委員は、苦情の申出を処理するため、苦情の申出に係る施策を実施する機関に対して
資料の提出及び説明を求め、必要があると認めるときは、是正その他の措置をとるよう市長に勧告する
ことができる。
（守秘義務）
第15条　苦情処理委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様
とする。
小平市
（意見等への対応）
第17条　市長は、市が実施する男女共同参画施策又は男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる
施策に関する市民等及び事業者からの意見、苦情及び相談に対し、適切に対応するよう努めるものとす
る。
2　市長は、前項の場合において必要があると認めるときは、小平市男女共同参画推進審議会の意見を
聴くことができる。
７　審議会・委員会
　男女共同参画計画を立案する際及び重要な
施策を企画立案する際など、市長及び市長部
局の執行機関だけに委ねるのではなく、これ
らの政策決定過程では、市民・有識者等によ
る市民参画が大変重要な意味を持つといえ
る。
　このため、各条例は例外なく、計画その
他、男女共同参画推進のための重要事項を審
議する等のために、男女共同参画に関する審
議会・委員会を設置することを条例の重要な
構成要素としている。
　条例では、その設置、所掌する事項、組織、
権限などを規定する。これは、男女共同参画
の推進が適切・確実に行われるようにするこ
とを、制度の枠組みから保障した「制度的保
障」である。
　人数は様々であり、概ね任期は2年、委員
に占める男女の構成比については多くは男
女いずれかが40％未満とならないことを定め
る。市長の諮問に応じて審議するもの、自ら
意見を述べる権限があるもの、専門部会を設
ける権限があるもの、関係者の出席請求権、
資料提出権などをもつものなどがある。
日立市
第３章　男女共同参画審議会
（男女共同参画審議会の設置等）
第18条　男女共同参画社会の形成促進に関する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を調査審議するた
め、日立市男女共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
2　審議会は、市長が委嘱する委員20人以内をもって組織する。その際、男女のいずれか一方の委員数
が委員総数の4割未満であってはならない。
３　委員の任期は2年とする。ただし、欠員を生じた場合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と
する。
4　審議会は、第１項に規定する調査審議を行うために必要があるときは、関係者の出席を求めて意見
若しくは説明を聴き、又は関係者から資料の提出を求めることができる。
5　審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。
6　前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、市長が規則で定める。
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水戸市（平
14条例
16・全改）
第３章　男女平等参画推進委員会
（設置）
第19条　男女平等参画について，市長の諮問に応じて情報を収集し，及び啓発活動の現状を把握すると
ともに男女平等参画を推進するため，水戸市男女平等参画推進委員会を置く。
（組織等）
第20条　推進委員会の委員の定数は，30人以内とする。この場合において，男女それぞれの委員の定数は，
委員の定数の2分の１を原則とする。
2　委員は，市民，事業者及び学識経験者のうちから，市長が委嘱する。この場合において，市民及び
事業者の委員の一部は，公募によるものとする。
３　委員の任期は，2年とする。ただし，補欠により委嘱された委員の任期は，前任者の残任期間とする。
4　推進委員会に，委員の互選により会長及び副会長を置く。
5　会長は，推進委員会の会務を総理する。
6　副会長は，会長を補佐し，会長に事故あるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代理する。
（会議）
第20条の2　推進委員会は，会長が招集し，会長は，会議の議長となる。
2　推進委員会，委員の2分の１以上の出席がなければ開くことができない。
３　推進委員会の議事は，出席委員の過半数をもって決し，可否同数のときは，議長の決するところに
よる。
（専門部会）
第20条の３　市長は，特別な事項を調査するため，専門部会（以下「部会」という。）を置くことができる。
2　部会の委員は，第20条に規定する委員のうちから，会長が指名する。
３　部会に，部会長及び副部会長を置く。
4　部会長及び副部会長は，部会の委員の互選により選出し，部会の運営については，前条の規定を準
用する。
5　部会において調査を行った場合は，当該調査の結果を推進委員会に報告するものとする。
 （庶務）
第20条の4　推進委員会の庶務は，市長公室において行う。
坂東市
（設置）
第16条　男女共同参画の推進に関する事項について調査審議するため、坂東市男女共同参画審議会（以
下「審議会」という。）を置く。
（所掌事務）
第17条　審議会の所掌事務は、次のとおりとする。
⑴　基本計画に関すること。
⑵　基本計画の実施状況の点検及び評価に関すること。
⑶　男女共同参画の推進に関する必要なこと。
（組織）
第18条　審議会は、委員20人以内をもって組織する。
2　委員の選任に当たっては、男女のいずれか一方の委員の数は、委員総数の10分の4未満とならない
ものとする。
３　委員は、次に掲げる者の中から市長が委嘱し、又は任命する。
⑴　学識経験を有する者
⑵　市議会の議員
⑶　関係機関及び団体の構成員
⑷　公募に応じた者
⑸　市の職員
⑹　その他市長が特に必要と認める者
（任期）
第19条　委員の任期は、3年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
2　委員の再任は、妨げない。
（会長及び副会長）
第20条　審議会に会長及び副会長を置く。
2　会長及び副会長は、委員の互選により定める。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
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（会議）
第21条　審議会は、会長が招集し、会議の議長となる。
2　会長が必要と認めるときは、審議会への関係者の出席を求めることができる。
（庶務）
第22条　審議会の庶務は、企画部市民協働課において処理する。
小美玉市
第5章　小美玉市男女共同参画審議会
（審議会の設置）
第27条　男女共同参画を総合的かつ計画的に推進するため，小美玉市男女共同参画審議会（以下「審議会」
という。）を置く。
2　前項の審議会について必要な事項は，小美玉市男女共同参画審議会条例（平成20年小美玉市条例第
26号）に定める。
目黒区（平
19　
一部改正）
第３章　目黒区男女平等・共同参画審議会
（設置）
第13条　男女が平等に共同参画する社会づくりを推進するための施策を総合的かつ計画的に推進するた
め、区長の付属機関として目黒区男女平等・共同参画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
（所掌事項）
第14条　審議会は、推進計画に係る男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に関する施策について
調査、企画、立案等を行い、区長に意見を述べることができる。
2　審議会は、区長の諮問に応じ、推進計画の評価、改定その他の重要事項について調査及び審議を行う。
３　審議会は、目黒区男女平等・共同参画オンブーズの求めに応じて調査及び審議を行い、区長に意見
を述べることができる。
4　審議会は、必要に応じて男女が平等に共同参画する社会づくりの推進に関して、区長に意見を述べ
ることができる。
（組織）
第15条　審議会は、区長が委嘱する委員15人以内をもって組織し、男女いずれか一方の委員の数は、委
員の総数の10分の6を超えてはならない。
（任期
第16条　委員の任期は2年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。
（会長及び副会長）
第17条　審議会に会長及び副会長各１人を置き、委員のうちから互選により定める。
2　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
（招集）
第18条　審議会は、会長が招集する。
（定足数及び表決数）
第19条　審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。
2　審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところに
よる。
（関係機関等への協力要請）
第20条　審議会は、必要に応じて、関係機関、事業者その他委員以外の者に対し、審議会の会議への出席、
説明、意見又は資料の提出を求めることができる。
立川市
第4章　立川市男女平等参画推進審議会　
　（設置）
第16条　市長の諮問に応じ、推進計画及び男女平等参画施策について必要な事項を調査審議し、又はこ
れらの事項について市長に建議するため、立川市男女平等参画推進審議会（以下「審議会」という。）
を設置する。
（所掌事項）
第17条　審議会は、次の各号に掲げる事項を所掌する。
⑴　推進計画の策定及び変更に関すること。 
⑵　推進計画の実施状況の評価に関すること。 
⑶　その他男女平等参画の促進に関する重要事項に関すること。  
　（組織）
第18条　審議会は、委員15人以内をもって組織する。
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市村　充章
（委員）
第19条　委員は、次の各号に掲げる者につき、市長が任命する。
⑴　関係市民団体の代表者　6人以内
⑵　市民　5人以内
⑶　学識経験を有する者　4人以内　
2　委員の任期は、2年とし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。ただし、再任されること
ができる。
小平市
第4章　小平市男女共同参画推進審議会
（設置）
第18条　市の男女共同参画を推進するため、市長の附属機関として小平市男女共同参画推進審議会（以
下「審議会」という。）を置く。
（所掌事務）
第19条　審議会は、この条例の規定によりその権限に属するとされた事項について審議するほか、市の
男女共同参画に関する重要事項について市長の諮問を受けて審議し、又は市長に意見を述べることがで
きる。
（組織）
第20条　審議会は、市長が委嘱する委員10人以内をもって組織する。
（委員の任期）
第21条　委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。
2　委員は、再任されることができる。
（規則への委任）
第22条　この章に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。
８　規則への委任規定
　いずれの条例においても、条例の施行に必
要な事項は、市長が権限を持つ規則（又は「別
に」定めるという、委任規定が置かれている。
まとめ
　男女共同参画条例は、男女共同参画社会を
作る上で、その市町村ごとの地域の住民・事
業者及び自治体が、協力して実現していくた
めの基盤となる法規であるといえる。それ
は、①市町村において、施策の基本方針を法
規として確立すること、②その中であらゆる
政策決定過程や人事などの面において男女共
同参画が図られるようになること、③性別に
よる差別で苦しむ人の苦情救済や市等の施策
で共同参画に関して問題があることなどの意
見に対応することを保障するしくみをつく
り、④計画や男女共同参画に関する施策に関
して第三者機関によって客観的に、市民参画
で推進できるようなしくみを作ることで、男
女共同参画社会のメリットを市民と事業者が
享受できるように、社会を変えていけるよ
う、制度的に保障することなどを含むもので
ある。
　
　すでに、本条例は、全国レベルでは市の4
割で制定されているものの、市町村全体では
制定率は4分の１でしかない。本条例は、情
報公開条例や政治倫理条例と同様に、典型的
な自治立法の普及の具体例としての性質があ
り、今後も、制定市町村は増えていくに違い
ない。
　どの制定市町村でも条例の制定時には、市
民が参画し、その強い要望のもとでできて
いった経緯があるようである。また、そこに
は、その地域の慣習などもあり、制定内容に
は、それぞれ、微妙な差がみられる。最初期
に制定した自治体では、条例の改正、改善が
進んでいることなどから、この男女共同参画
条例には、たしかに社会を活性化し、共同参
画社会をつくっていく影響力があるといえ
る。
　したがって、単に計画の策定をするだけで
なく、男女共同参画条例を作ることは、その
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男女共同参画条例に関する立法の現状と内容の動きについて
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